
土地基本方針 
（令和２年５月） 
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第四 土地に関する調査の実施及び情報の提供等に関する基本的事項 

 

（中略） 

 

２．不動産市場情報の整備の推進 

現在の地価公示等を通じた地価情報の発信や、不動産取引価格情報の提供、不動産取引価

格指数（住宅、商業用不動産）の公表に加え、既存住宅販売量に関する指数・不動産の賃料

に関する指標の整備、官民連携した面的な市場情報の整備等を行うなど、不動産市場の動向

を的確に把握する統計の整備とデータの提供を充実化することにより、不動産市場のより一

層の透明化を図り、円滑な不動産取引を推進する。さらに、地価公示等についても、地価の

個別化・多極化に対応した調査方法の見直しを行うなど、よりきめ細やかに地価動向を把握・

発信する。 

また、不動産の鑑定評価の専門家の存在自体が、不動産市場を支えるインフラであること

から、不動産鑑定業者の能力に着目した業者選定に向けた依頼者への情報提供等の支援や、

不当鑑定等に対する監督の強化を通じ、不動産鑑定評価の品質の維持・向上を図る。 

 

（中略） 

 

第五 土地に関する施策の総合的な推進を図るために必要な事項 

 

（中略） 

 

２．関連分野の専門家等との連携協力 

今後の土地政策の推進に当たっては、上記協議会の枠組みも活用しつつ、関連分野の専門

家等と地方公共団体、地域コミュニティ、NPO等と関係行政機関との一層の連 携体制を構築

しつつ、これらの意見等を十分踏まえながら官民一体となって対応することとする。また、

専門家等の存在は、適正な土地の利用・管理の確保に不可欠な社会インフラであることから、

大都市から地方まで、十分な専門家等の確保を推進する。 

 

（後略） 

 


